　20歳以上の患者支援策については、平成7年9月の当会結成以来、国等に要望してきましたが、何の進展もありません。先人がたいへんな苦労をして昭和49年に実現した小児慢性特定疾患治療研究事業（18歳未満の患者は医療費無料）も平成17年4月からは対象年齢が20歳未満まで延長されると同時に親の所得に応じた医療費の自己負担が導入されました。
　この制度変更時には理事長の井上龍夫が中心となってロビー活動を展開し、参議院厚生労働委員会において全会一致で成人の難病対策と連携せよという附帯決議が可決されたにもかかわらず私達の周りは何もかわりません。むしろ、平成21年の扶養控除廃止議論の際は、患者家族の負担増につながるので、他の患者団体とともに与党に何回もお願いして制度を修正してもらったという状況です。
1型糖尿病は現在の医学では治ることはないのです。それなのになぜ年齢制限が。しかもこの病気は小児慢性特定疾患治療研究事業対象疾患の中でも医療費が高いことは、平成18年度厚生労働科学研究の結果で明らかになっています。
　合併症がなくても60歳まで生きることができたら医療費の自己負担は健常者より1000万円以上も高くなります。

　日本IDDMネットワークでは、平成20年の全国各地での意見交換とアンケート調査、そして平成21年11月14日（世界糖尿病デー）の臨時総会を経て、１型糖尿病を身体障害者福祉法の内部障害として位置づけてもらう活動を開始することにしました。これまで心臓、腎臓、肝臓等の臓器障害が内部障害となっており、すい臓の機能障害である1型糖尿病も対象になりうるという判断です。これによりどの年齢でも支援が受けられます。現行制度の中で可能性があるのはこれしかないという結論です。
この一方で、平成21年12月の閣議決定により「障がい者制度改革推進本部」が設置され抜本的な障害者制度改革が議論されています。この動向にも注目しています。

　引き続き、各政党、国会、厚生労働省への働きかけを強化して行きます。皆さまのご協力とご支援をお願いいたします。
